
予算要求資料
平成30年度9月補正予算　支出科目　款：商工費　　項：商工費　　目：中小企業振興費
	事業名　公益財団法人ソフトピアジャパン補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
商工労働部 産業技術課 IT利用促進室 IoT導入支援係
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号：058-272-1111（内3056）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail　：c11352@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　補正要求額　　2,071千円（現計予算額：233,783千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県 債
	一　般

財　源

	現　計

予算額
	233,783
	12,016
	0
	0
	0
	0
	837
	0
	220,930

	補　正

要求額
	2,071
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,071

	決定額
	2,071
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,071


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
公益財団法人ソフトピアジャパン（以下、「財団」という。）は、平成６年の設立以来、県民の豊かなくらしを実現する情報化社会の形成に寄与することを目的に、情報産業の高度化や産業の情報化などに取り組んでいる。

平成26年度にソフトピアジャパンエリアへ移転した情報科学芸術大学院大学（以下、「ＩＡＭＡＳ」という。）と新しい相乗効果の創出を図り、ＩＡＭＡＳが持つ知的資源と県内企業が持つニーズを結びつける等、県内産業の情報化、情報産業の育成・高度化を推進するとともに、県内中小企業のＩｏＴ導入・活用を促進する中核的拠点として高度ＩＴ・ＩｏＴに関する事業を展開していく。
（２）事業内容

県内産業の情報化、情報産業の育成・高度化を推進するため、財団が行う以下の事業に要する経費に対し、補助金を交付する。

９月補正において職員採用にかかる人件費不足分の補正を行う。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	2,071
	中小企業のＩｏＴ導入・活用支援機能の強化に係る人件費

	合計
	2,071
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ

岐阜県長期構想

Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした地域づくり

１　モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

・中部圏のＩＴ人材育成・供給拠点であるソフトピアジャパンの活用を促進する。
・企業のＩＴ投資を促進する。
県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	公益財団法人ソフトピアジャパン補助金

	補助事業者（団体）
	公益財団法人ソフトピアジャパン
（理由）県が情報産業高度化や産業情報化を進めるため設立した財団であるから。

	補助事業の概要
	（目的）

平成６年の設立以来、県民の豊かなくらしを実現する情報化社会の形成に寄与することを目的に、情報産業の高度化や産業の情報化などに取り組む。

（内容）

　情報産業の高度化、産業の情報化及び地域の情報化を推進するため、財団が行う以下の事業に要する経費に対し、補助金を交付する。

１　新サービス創出事業

２　産業人材育成事業

３　産業高度化支援事業

	補助率・補助単価等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（内容）１０／１０
（理由）県が設立目的たる事業を実施するために設立した財団であるから。

	補助効果
	岐阜県が推進するソフトピアジャパンプロジェクトの中核機能として、県が設立した公益財団法人ソフトピアジャパンがその設立目的たる事業を実施する。

	終期の設定
	平成２９年度
（理由）県内産業の競争力強化のため今後も継続


（事業目標）
	岐阜県の情報産業の高度化や産業の情報化等を推進し、県民の豊かなくらしを実現する情報化社会の形成を目指す。

　　＜岐阜県長期構想＞
　　　Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした地域づくり

　　　　１　モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

　　　　　・中部圏のＩＴ人材育成・供給拠点であるソフトピアジャパンの活用を促進する。

　　　　　・企業のＩＴ投資を促進する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前

(H**年度末)
	目標

(H30年度末)
	目標

(終期)

	①ソフトピアジャパン企業進出数
	-
	１６０
	１８７

	②
	
	
	


	
	H26年度
	H27年度
	H28年度
	H29年度
	H30年度

（要求）

	補助金交付実績
	204,285
千円
	190,971
千円
	211,546
千円
	(予算額)

243,099

千円
	(要求額)

244,911千円

	指標①目標
	187
	187
	187
	187
	187

	指標①実績
	150
	149
	143
	(推計値)

140
	(推計値)

145

	指標①達成率
	80％
	80％
	76％
	(推計値)
75％
	(推計値)
78％

	指標②目標
	
	
	
	
	

	指標②実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)



	指標②達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％


（前年度の成果）

	１　新サービス創出事業

（１）産学官連携による共同開発支援事業

デジタルファブリケーション機器を利用できる“ものづくり空間　Fab-Core”に新複合材料対応３Ｄプリンター、高解像度ハンディ３Ｄスキャナを設置し、相談対応により県内企業の商品開発に貢献した。

（２）新サービス創出拠点事業

新サービス・新商品の創出を図るため他分野と情報企業間の連携やＩＴ関連技術者間の情報交換・交流の場を提供した。また、AI、ロボット、ウェアラブル機器、AR等新しい技術に関する勉強会を開催し、情報企業を中心に県内企業の新サービス創出を支援した。

２　人材育成事業

高校生によるアプリ開発サマーキャンプ及びクリエイティブキャンプを行うとともに、岐阜サマーサイエンススクールを共催・支援し、次世代を担う人材育成に寄与した。

IT技術者育成研修では、スマートフォン・アプリ開発、ホームページ制作、デザイン関連、ビジネス・スキル等の計35講座で231名が受講し、情報産業・情報関連部門の人材育成に寄与した。（H28）

３　産業高度化支援事業

（１）中小企業情報化支援事業

商工会議所と連携し、経営に効果的なITの活用策等を周知するセミナーを18回開催した。また、中小企業からの経営課題に係る相談に対し訪問支援等を行うIT経営相談対応を531回実施した。これらの事業により、県内中小企業のIT活用の啓発や経営課題解決、企業の競争力向上に寄与した。(H28)

また、地域支援機関向け勉強会を３回開催し、商工会議所等支援機関職員の同行を伴うIT経営相談に関する企業訪問を179回実施したことで、支援機関職員のIT経営への理解とITサービス活用のスキルが向上し、より地域に密着した支援体制が強化された。（H28）
（２）ソフトピアジャパン企業支援事業

ソフトピアジャパンエリア企業の人材確保を支援するため、学生を対象にIT業界研究セミナーを開催したほか、経営上の問題を抱えるベンチャー企業への専門家による無料相談、販路の拡大を目指す企業への展示会出展補助金、ソフトピアジャパンエリア内外との情報交流事業連携の促進、企業活動に関する情報提供などを実施することにより、ソフトピアジャパン入居・進出企業を総合的に支援し、ソフトピアジャパンエリア企業の競争力強化の促進が図られた。
４　ＩＴものづくり等推進事業

技術研究開発を目的とする企業等グループが実施する新商品・新サービス開発事業に４件に対し補助を行い、付加価値の高い新商品・新サービスの創出を図った。当事業をはじめとする新商品・新サービスの開発に関する問い合わせ・相談が寄せられ実際にプロジェクトが開始されるなど、県内企業のイノベーション創出気運向上につながった。
５　スマートものづくり推進事業
　国のスマートものづくり応援隊事業(補助事業)を活用し、製造企業が必要とする生産性の向上に寄与するIT（IoT）ツールの導入をわかりやすく提示、指導できる人材を育成するカリキュラムを実施し、11 名のカイゼン指導者を育成した。また、育成された指導者を派遣要請のあった県内中小製造企業2 社へ派遣し、それぞれの企業の課題に対応した現場改善やIT（IoT）ツールの導入等を助言することで企業の生産性向上の促進に寄与した。（H28）



（今後の課題）

	地域に根差した産業の利益拡大と地域雇用の創出を図るため、引き続き情報産業の振興・高度化と県内産業の情報化に向けた取り組みが必要。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○
	暮らしよい岐阜県の実現に向け、情報産業の高度化、産業の情報化等を引き続き推進する。岐阜県版成長・雇用戦略の一環である産学官連携による共同開発事業等を強化し、新サービス・新商品の創出に取り組むことで成長産業育成を行う

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	時勢により波はあるものの、企業支援や連携事業の実施効果によりソフトピアジャパンエリア全体には一定数の企業が立地・入居しつづけており賑わいもみられる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

○
	毎年度経費の削減・事業内容の見直しを行っている。


（事業の見直し検討）

	ＡＩ、データサイエンス等の高度ＩＴを扱うことができる人材育成と、ソフトピアジャパンを推進拠点と位置付けた県内企業へのＩｏＴ導入・活用支援に事業の軸足を移していく。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止
（理由）

　岐阜県が推進するソフトピアジャパンプロジェクトの中核機能として、

県が設立した公益財団法人ソフトピアジャパンがその設立目的たる事業

を継続して実施する。事業内容については、達成状況や社会情勢等を踏ま

えて、その後の方針を検討する。



